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　(1) 収益的収入及び支出

地 方 公営 企業 法第
条 第３ 項の 規定

に よ る 支 出 額

円 円

第４項

　(2) 資本的収入及び支出

第２項

第３項

第４項

地 方 公営 企業 法第
条 の規 定に よる

繰 越 額

円 円

　たな卸資産購入費に係る仮払消費税及び地方消費税額は 4,018,439円である。
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　　収　　　　入

区 分

予 算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地 方 公 営 企 業 法 第 条 第 項
の 規 定 に よ る 支 出 額 に 係 る
財 源 充 当 額

円 円 円

第１款　事　業　収　益 △12,447,000

第１項 営 業 収 益 △47,115,000

第３項 特 別 利 益

第２項 営 業 外 収 益

補 正 予 算 額 予 備 費 支 出 額 流 用 増 減 額

　　支　　　　出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額

第１款　事　　業　　費 △36,749,000

円 円 　　　　　　　　円

第２項 営 業 外 費 用

第１項 営 業 費 用 △109,742,000

第３項 特 別 損 失

　　収　　　　入

予 備 費

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地 方 公 営 企 業 法 第 条 の
規 定 に よ る 繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

第１款  資 本 的 収 入 △103,284,000

円 円 円 円

第１項 工 事 負 担 金 △105,991,000

出 資 金 △22,000,000

負 担 金

第５項 固定資産売却代金

国 庫 補 助 金 △12,713,000

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 流 用 増 減 額 小 計

　　支　　　　出

区 分

予 算 額

第１款  資 本 的 支 出 △766,949,000

円 円 円

第１項 建 設 改 良 費 △766,949,000

第２項 企 業 債 償 還 金

第４項 投資その他の資産

第３項 返 還 金

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,326,384,049円は、減債積立金 753,464,284円、建設改良積立金 1,511,379,078円、当年度分損　益勘定留保資金 1,799,434,660円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 262,106,027円で補塡した。
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継　続　費
逓次繰越額

円

（うち、仮払消費税及び

地方消費税 334,274,325 円）

（うち、仮払消費税及び

地方消費税 　　　7,500 円）
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額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考
合 計

円 円 円

（うち、仮受消費税及び地方消費税　603,358,560 円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税   17,448,725 円）

小 計
地方公営企業法第

条第２項の規定
に よ る 繰 越 額

合 計

（うち、仮受消費税及び地方消費税  　　 63,891 円）

予 算 額

決 算 額
地方公営企業法第

条第２項の規定
に よ る 繰 越 額

不 用 額 備 考

円 円 円 円 円円

（うち、仮払消費税及び
地方消費税 232,803,031 円）

予 算 額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考継 続 費 逓 次 繰 越 額
に 係 る 財 源 充 当 額

合 計

円 円

△45,964,962

円 円

（うち、仮受消費税及び地方消費税 18,744,180 円）

△43,000,000 翌年度繰越額　 24,000,000   円

翌年度繰越額　 16,141,000   円

（うち、仮受消費税及び地方消費税    51,909  円）

△16,139,000

備 考
合 計

地方公営企業法第
条の規定による

繰 越 額

継　続　費
逓次繰越額

合 計

翌　年　度　繰　越　額予 算 額

決 算 額 不 用 額

円 円 円 円円 円

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,326,384,049円は、減債積立金 753,464,284円、建設改良積立金 1,511,379,078円、当年度分損　益勘定留保資金 1,799,434,660円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 262,106,027円で補塡した。

継　続　費
逓次繰越額

円

（うち、仮払消費税及び

地方消費税 334,274,325 円）

（うち、仮払消費税及び

地方消費税 　　　7,500 円）

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,326,384,049円は、減債積立金 753,464,284円、建設改良積立金 1,511,379,078円、当年度分損　益勘定留保資金 1,799,434,660円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 262,106,027円で補塡した。

不 用 額

円 円 円 円円 円

備 考
合 計

地方公営企業法第
条の規定による

繰 越 額

継　続　費
逓次繰越額

合 計

翌　年　度　繰　越　額予 算 額

決 算 額

翌年度繰越額　 16,141,000   円

（うち、仮受消費税及び地方消費税     51,909 円）

△16,139,000

△43,000,000 翌年度繰越額　 24,000,000   円

（うち、仮受消費税及び地方消費税 18,744,180 円）

円 円

△45,964,962

円 円

予 算 額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考継 続 費 逓 次 繰 越 額
に 係 る 財 源 充 当 額

合 計

（うち、仮払消費税及び
地方消費税 232,803,031 円）

円 円 円 円円円

小 計
地方公営企業法第

条第２項の規定
に よ る 繰 越 額

合 計

（うち、仮受消費税及び地方消費税  　　 63,891 円）

予 算 額

決 算 額
地方公営企業法第

条第２項の規定
に よ る 繰 越 額

不 用 額 備 考

（うち、仮受消費税及び地方消費税   17,448,725 円）

（うち、仮受消費税及び地方消費税　603,358,560 円）

円 円 円
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額

決 算 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備 考
合 計
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財 務 諸 表





（単位　円）

１　営業収益

　(1) 給水収益

　(2) 他会計負担金

　(3) 受託工事収益

　(4) その他の営業収益

２　営業費用

　(1) 原水及び浄水費

　(2) 配水費

　(3) 給水費

　(4) メーター関係費

　(5) 漏水防止費

　(6) 受託工事費

　(7) 業務費

　(8) 総係費

　(9) 減価償却費

　(10)  資産減耗費

　　  営業利益

３　営業外収益

　(1) 受取利息及び配当金

　(2) 他会計負担金

　(3) 補助金

　(4) 長期前受金戻入

 （5）下水道使用料取扱事務負担金

　(6) 雑収益

４　営業外費用

　(1) 支払利息及び企業債取扱諸費

　(2) 雑支出

 　　 経常利益

５　特別利益

 （1）固定資産売却益

　(2) その他特別利益

６　特別損失

　(1) 固定資産売却損

　(2) 固定資産譲渡損

　(3) 過年度損益修正損 △ 3,543,389

　 　 当年度純利益

      その他未処分利益剰余金変動額

　 　 当年度未処分利益剰余金

令和６年度盛岡市水道事業損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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国庫、県補助金 工事負担金 受贈財産評価額 寄附金 その他資本剰余金

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

資本金への組入

（単位　円）

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立

資本金への組入

　処分後残高

△ 816,609,308

△ 2,264,843,362

議会の議決による処分額
△ 3,454,845,825

△ 373,393,155

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

　当年度末残高

　令和６年度盛岡市水道事業剰余金処分計算書（案）

減債積立金の取崩し

建設改良積立金の取崩し

他会計繰入金の受入

受贈財産の受入

当年度純利益

当年度末残高

資本金

剰余金

前年度末残高

前年度処分額

議会の議決による処分額

処分後残高

当年度変動額

資本剰余金

令 和 ６ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

          （令和６年４月１日から   令和７年３月31日まで）

（繰越利益剰余金）
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（単位　円）

資本剰余金合計 減債積立金 建設改良積立金 災害対策準備金 未処分利益剰余金 利益剰余金合計

△ 3,981,570,132 △ 2,203,913,647

△ 3,981,570,132 △ 2,203,913,647

△ 499,535,788

△ 1,278,120,697

△ 2,203,913,647 △ 2,203,913,647

(繰越利益剰余金)

△ 753,464,284 △ 1,511,379,078

△ 753,464,284

△ 1,511,379,078

当年度未処分
利益剰余金

剰余金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

令 和 ６ 年 度 盛 岡 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

          （令和６年４月１日から   令和７年３月31日まで）
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（単位　円）

１　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　ア　土地

　　イ　立木

　　ウ　建物

　　    減価償却累計額 △ 2,342,302,958

　　エ　建物附属設備

　　　  減価償却累計額 △ 832,793,169

　　オ　構築物

　  　　減価償却累計額 △ 45,991,688,514

　　カ　機械及び装置

　　　  減価償却累計額 △ 11,493,698,622

　　キ　車両運搬具

　　　  減価償却累計額 △ 169,853,973

 　 ク　工具器具備品

　　    減価償却累計額 △ 298,529,092

　　ケ　有形固定資産建設仮勘定

　　 　 有形固定資産合計

　(2) 無形固定資産

　　ア　ダム使用権

　　イ　電話加入権

　    　無形固定資産合計

　(3) 投資その他の資産

　　ア　投資有価証券

　    　投資その他の資産合計

　    　固定資産合計

２　流動資産

　(1) 現金預金

　(2) 未収金

　　　貸倒引当金 △ 15,153,281

　(3) 有価証券

　(4) 貯蔵品

　(5) 前払金

　 　   流動資産合計

　　    資産合計

令和６年度盛岡市水道事業貸借対照表
（令和７年３月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固定負債

　(1) 企業債

　　　  企業債合計

　(2) 引当金

　　ア　退職給付引当金

　　イ　修繕引当金

　　　  引当金合計

　　　  固定負債合計

４　流動負債

　(1) 企業債

　　　  企業債合計

　(2) 未払金

　(3) 引当金

　　ア　賞与引当金

　　イ　法定福利費引当金

　　　  引当金合計

　(4) その他流動負債

　　    流動負債合計

５　繰延収益

　(1) 長期前受金

　　　収益化累計額 △ 18,182,178,762

　　    繰延収益合計

　    　負債合計

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

　　ア　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

負　　債　　の　　部
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６　資本金

７　剰余金

　(1) 資本剰余金

　　ア　国庫、県補助金

　　イ　工事負担金

　  ウ　受贈財産評価額

　　エ  寄附金

　  オ　その他資本剰余金

　　　  資本剰余金合計

　(2) 利益剰余金

　　ア　減債積立金

　　イ  建設改良積立金

　　ウ　災害対策準備金

　　エ　当年度未処分利益剰余金

　　    利益剰余金合計

　　　  剰余金合計

　   　 資本合計

　　　  負債資本合計

資　　本　　の　　部

―― 10 ――



注 記

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

ア 有価証券の評価基準

満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）によっている。

イ たな卸資産の評価基準及び評価方法

先入先出法による原価法によっている。

固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

量水器を除く資産 定額法によっている。

量水器 取替法によっている。

イ 無形固定資産 定額法によっている。

引当金の計上基準

ア 賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末手当及び奨励手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払い

に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事

業年度の負担に属する額を計上している。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、毎事業年度末における退職手当の要支給額に相当す

る金額から他会計が負担すると見込まれる額を控除した額を計上している。 

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

ア 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

２ 貸借対照表に関する注記

企業債の償還に係る他会計負担金

貸借対照表に計上されている企業債（１年以内の償還予定のものも含む）のうち、企業債の

償還に要する資金の一部を一般会計が負担する額は、 円である。

３ その他の注記

新会計基準移行に係る経過措置

ア 修繕引当金に係る経過措置

平成 年３月 日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩

すこととする。
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引当金の取崩し

ア 賞与引当金・法定福利費引当金

職員の期末手当及び奨励手当を支給するため、賞与引当金 円を取り崩した。ま

た、手当の支給に伴い発生する法定福利費を支払うため、法定福利費引当金 円を

取り崩した。

イ 退職給付引当金

職員の退職手当を支給するため、退職給付引当金 円を取り崩した。

ウ 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金 円を取り崩した。

エ 修繕引当金

修繕費用を支出するため、修繕引当金 円を取り崩した。
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事 業 報 告





令和６年度盛岡市水道事業報告書 

１ 概 況

総括事項

「盛岡市総合計画」（平成 年度～令和６年度）の施策「安定給水の確保」の実現に向け、

「第三次盛岡市水道事業基本計画」の基本理念である「安全でおいしい水を、安定的に供給す

る強靭な水道システムを築き、将来にわたってお客さまから信頼される水道」を目指して、効

果的かつ効率的な事業運営を推進し、経営環境の変化に対応した各種取組を行った。

水道事業 周年の節目の年であり、様々な記念事業を実施し、水道事業への理解と信頼を育

む契機とした。また、８月 日には線状降水帯の発生による前例のない降雨があり、米内浄水

場取水施設等に被害が発生したが、断水を発生させることなく乗り切り、その復旧に努めた。

「安全で良質な水道水の供給」については、快適な生活を支え、お客さまに満足いただける

水道であり続けるため、水源から蛇口までの水質管理体制の強化を図り、多様化する水質リス

クに的確に対応していくよう取り組んだ。

「災害対策の充実」については、平常時はもとより、事故や災害が発生した場合においても

ライフラインとしての役割を果たしていくため、基幹施設や重要管路等の耐震化を推進した。

また、万一の被災時にも安定給水が可能となるよう、配水系統のバックアップ機能整備や応急

給水対策の推進を図った。

「計画的な施設の更新・改良」については、将来にわたり、お客さまが安心できる水道サー

ビスを供給するため、老朽施設の適切な修繕による機能回復や計画的な更新を実施した。

「お客さまサービスの向上」については、生活に密着した水道サービスの向上を目指し、各

種媒体を活用し「伝わる広報」の推進に努めるとともに、上下水道局お客さまセンターの運営

の更なる充実に努めた。

「健全経営の推進」については、事業の効率化を進め、新たな企業債を発行しないなど、水

道事業経営の安定化・健全化を図ったほか、人材育成・技術継承を推進するため、上下水道局

内の技術継承研修を実施した。また、持続可能な経営基盤の強化に向けて、令和７年度を初年

度とする「盛岡市水道ビジョン 」を策定した。

ア 各種事業について

ｱ 安全で良質な水道水の供給

水質検査計画に基づき、浄水場６カ所及び浄配水池６カ所の水質検査、給水栓 カ所の

水質基準項目検査、給水栓 カ所の色・濁り・残留塩素の検査を実施した。

配水能力増強事業として西見前 地割地内等２地区 ｍの配水管の整備を実施した。
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配水管内に付着している夾雑物などの除去による濁水を抑制するため、配水管内水質管

理事業として、松園一丁目地内配水管クリーニング工事により、仕切弁の交換やその他配

水施設の整備、負荷洗管を実施した。

ｲ 災害対策の充実

医療機関及び要援護者収容施設までの配水管の耐震化を推進するため、重要給水施設配

水管整備事業として、青山二丁目外地内等４地区 ｍの整備を実施した。また、災

害時等の水系間相互融通機能の強化を図るため、配水幹線整備事業として、令和３年度か

ら実施している杜の大橋への配水幹線の添架 ｍの整備が完了した。

非常時の水運用及び安定供給のため、配水調整ブロック整備事業として、永井 地割地

内において流量計や水圧計及び配水監視システム通信施設を設置し、ブロック注入点の施

設整備を実施した。

災害の発生に備え、応急給水袋及びポリタンクなどの応急給水用資機材の整備に加え、

応急給水体制の整備の一環として、地震に強く厳寒期においても、いつでも水道を利用で

きる耐震不凍給水栓の整備に着手するとともに、応急給水訓練を実施した。また、大雨に

よる濁度上昇に伴う取水停止及び雨水流入による道路冠水などを想定した上下水道局独自

の災害対応訓練を実施した。

広域停電に対応するため、上飯岡ポンプ場及び北ノ浦ポンプ場の自家発電設備設置に係

る実施設計を実施した。また、米内浄水場及び中津川取水場への自家発電設備の設置工事

を昨年度に引き続き進めている。

８月 日の大雨災害により被災した米内浄水場取水口の災害復旧工事に着手した。

ｳ 計画的な施設の更新・改良

経年管対策事業として月が丘一丁目外地内等９地区 ｍ、配水管整備事業（玉山

地域）として刈屋地区水道施設更新など下田字生出外地内等４地区 ｍ、区画整理

関連事業として太田地区及び都南中央第三地区の２地区 ｍ、道路改良関連事業とし

て下田字牛転地内等６地区 ｍ、下水道等関連事業として東見前６地割地内 ｍ

の配水管の整備を実施した。

配給水管施設維持管理整備事業として、突発的な漏水等が発生した カ所の修繕工事、

水管橋維持管理修繕事業として、稲荷前水管橋、間渡水管橋、舘水管橋の各水管橋の配水

管及び小森１号橋橋梁添架管の防食修繕工事を実施した。

また、漏水対策事業として、直営及び業務委託により計画的に漏水調査を行い、 カ所

の漏水修繕を実施したほか、人工衛星画像による漏水解析業務を委託し、新技術による新

たな調査方法を試験的に導入した。

浄配水場施設整備事業として、米内浄水場の中央監視制御装置の部分更新、沢田浄水場
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脱水機棟の改修工事、新庄浄水場太陽光発電設備更新に係る実施設計の実施及び毎日検査

を自動で行うための水質自動測定装置を１台整備した。さらに、老朽化した沢田浄水場脱

水機の更新工事を進め、新設する中屋敷ポンプ場の建設に係る建築工事、水道機械設備工

事及び水道電気設備工事に着手した。また、昭和９年の創設から 年が経過した米内浄水

場の更新に関し、米内浄水場更新基本計画を策定したほか、米内浄水場更新基本設計等業

務委託に着手した。

ｴ お客さまサービスの向上

お客さまサービスとして、口座振替報償金制度、隔月検針毎月徴収制度、基本料金日割

計算制度、ペイジー口座振替受付サービス、スマートフォン決済サービス及びＷＥＢ口座

振替受付サービスを実施した。また、上下水道局お客さまセンターの窓口用自動発券機を

活用し、窓口サービスの向上に努めたほか、引っ越しなどに伴う各種手続き、水道料金、

維持管理などについて各世帯にお知らせするガイドブックにより、分かりやすい情報提供

に努めた。

広報活動として、予算及び決算の概要、各種お知らせなどを市広報紙に掲載したほか、

上下水道局広報紙「みずの輪」、広報パンフレット、上下水道局公式ホームページ及び動

画掲載による情報発信を行うとともに、上下水道局キャラクター（水道ぼうや・下水道あ

いちゃん）の着ぐるみ活用により、親しみやすい広報展開に努めた。また、水道事業 周

年を記念し、「もりおか水道フォーラム」を開催したほか、米内浄水場での記念植樹や桜

フォトコンテストなど広く市民への周知を目的としたイベントを開催した。

ｵ 健全経営の推進

平成 年度から引き続き、新たな企業債を発行しないなど、経費の削減を図りながら業

務の効率化を推進するとともに、料金収納の強化に取り組むなど健全な事業経営に努めた。

水道事業の経営に関する重要な事項などを調査審議するため、上下水道事業経営審議会

を開催した。また、人材育成・技術継承については、持続可能な経営推進のため、上下水

道局内で体系的な技術継承研修を実施したほか、外部団体主催の研修に多数の職員を派遣

し、職員の技術力向上に努めた。

地下埋設物の正確な情報管理を図るため導入している図面情報管理システムのデータを

随時更新することにより、水道施設の維持管理、照会対応業務、工事発注及び修繕業務に

おいて有効活用した。

イ 業務について

令和６年度末における給水人口は 人で、令和５年度末に比べ 人減少し、行

政区域内人口 人に対し ％の普及率となった。
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令和６年度総配水量は ㎥で、令和５年度に比べ ㎥（ ％）減少し、有

収水量は ㎥で、令和５年度に比べ ㎥（ ％）減少した。また、有収率

は ％、有効率は ％となった。

ウ 計理について

令和６年度の営業収益は 円で、令和５年度に比べ 円（ ％）

の減となった。営業費用は 円で、令和５年度に比べ 円（ ％）

の増となった。この結果、営業収益から営業費用を差し引いた 円が営業利益と

して計上された。さらに営業外収益 円、営業外費用 円、特別利益

円、特別損失 円をそれぞれ加減した収益的収支全体では

円の純利益が生じた。

資本的収支（税込額）は、資本的収入が 円、資本的支出が

円となり、資本的収入が資本的支出に不足する額 円は、減債積立金

円、建設改良積立金 円、当年度分損益勘定留保資金

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 円で補塡

した。
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経営指標に関する事項

令和６年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、経常費用

の増加による経常利益の減少により、前年度比 ポイント減の ％となったが、健全

経営の水準とされる ％以上で推移している。また、料金水準の妥当性を示す料金回収率は、

前年度比 ポイント減の ％となったが、事業に必要な費用を給水収益で賄えている

状況とされる ％以上で推移している。適切な料金収入を確保しているが、水需要の減少に

対応した料金水準による安定した経営の継続が必要である。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比 ポイン

ト増の ％、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は前年度比

ポイント増の ％と施設の老朽化が進んでいることから、計画的かつ着実に施設更新を進

める必要がある。このような中、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率は、前

年度比 ポイント減の ％となった。

＜経営指標の推移＞

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

％ ％ ％ ％ ％

経 常 収 支 比 率

料 金 回 収 率

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 率

管 路 経 年 化 率

管 路 更 新 率
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　(3) 議会議決事項

議案番号 報告年月日 提出年月日 議決年月日

 報告第　21号 令和６年６月７日

 報告第　25号 令和６年６月７日

 議案第  96号 令和６年９月４日 令和６年９月30日

 認定第　13号 令和６年９月４日 令和６年９月30日

 議案第 107号 令和６年12月３日 令和６年12月20日

 議案第　12号 令和７年２月20日 令和７年３月26日

 議案第　33号 令和７年２月20日 令和７年３月26日

 議案第　35号 令和７年２月20日 令和７年３月26日

 議案第　52号 令和７年３月７日 令和７年３月13日

　(4) 行政官庁認可事項

　　　な　し

　(5) 職員に関する事項

　　ア　年度内職員異動

令和５年度盛岡市水道事業会計決算について

件　　　　　　　　　名

令和５年度盛岡市水道事業会計予算繰越計算書

の報告について

令和５年度盛岡市水道事業未処分利益剰余金の

処分について

専決処分の報告について

令和６年度盛岡市水道事業会計補正予算（第１

号）

令和７年度盛岡市水道事業会計予算

号）

盛岡市水道事業給水条例の一部を改正する条例

について

盛岡市技術上の監督業務を行わせる水道の布設

工事並びに布設工事監督者及び水道技術管理者

の資格を定める条例の一部を改正する条例につ

いて

令和６年度盛岡市水道事業会計補正予算（第２

人 人 人 人 人 人
‐

‐

特 別 職

区     　分
前年度末 異動状況 当年度末

備　考
在職者数 うち退職者 増 減 在職者数 うち退職者

企業職（ 技 労 ）

企業職（事務・技術）

計
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　　イ　年度末職員構成

人 人 人 人

（注） ( )内数字は会計年度任用職員内書き

備　考

管 理 者

区　　分 特別職
企業職

（事務・技術）
企業職

（　技　労　）
計

部 長

次 長 ・ 参 事

総 務 係
総
務
課

課 長

課 長 補 佐

職 員 係

計

企 画 係
経
営
企
画
課

課 長

課長補佐・副主幹

料 金 係

財 務 係

経 理 係

課長補佐・副主幹

計

課 長

排 水 設 備 係

サ ー ビ ス 係

審 査 係

水
道
建
設
課

課 長

検 査 係

給
排
水
課

計 画 係

計

課長補佐・副主幹

計

管路整備第一係

管路整備第二係

維 持 管 理 係

水
道
維
持
課

課 長

課長補佐・副主幹

配 水 調 整 係

計

中 屋 敷 浄 水 場

施 設 管 理 係

浄
水
課

課 長 ・ 主 幹

課長補佐・副主幹・
場 長 ・ 所 長

新 庄 浄 水 場

米 内 浄 水 場

沢 田 浄 水 場

玉　山　事　務　所

合　　計

水質管理センター

計
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料金その他供給条件の設定、変更に関する事項

該当事項なし。
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２  工　　事

(1)　建設改良工事等

工事請負費 直　営　費 計

（配給水施設費）
円 円 円

門一丁目外地内配水調整区設定工事 配水管DIP150㎜　L＝72.1ｍ外

渋民字駅外地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝220.7ｍ外

好摩字芋田向地内配水管布設工事 配水管DIP200㎜　L＝368.5ｍ外

渋民字岩鼻地内配水管布設その１工事 配水管DIP100㎜　L＝335.7ｍ外

都南中央第三地区土地区画整理事業地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝31.2ｍ

刈屋地区配水管布設（第５工区）工事 配水管DIP150㎜　L＝3778.6ｍ外

東見前６地割地内配水管移設工事 配水管DIP300㎜　L＝140.4ｍ外

杜の大橋配水幹線添架工事 配水管SUS500㎜　L＝527.0ｍ外

下米内一丁目地内配水管布設替工事 配水管DIP75㎜　L＝115.0ｍ外

青山一丁目地内配水管布設工事 配水管DIP200㎜　L＝447.1ｍ外

月が丘一丁目外地内配水管布設替工事 配水管DIP150㎜　L＝1097.6ｍ外

みたけ三丁目外地内配水管布設替工事 配水管DIP200㎜　L＝477.4ｍ外

紺屋町外地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝404.5ｍ外

三本柳10地割外地内配水管布設替工事 配水管DIP50㎜　L＝588.9ｍ外

青山二丁目外地内配水幹線布設工事 配水管DIP400㎜  L=341.2ｍ外

本町通二丁目外地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝168.1ｍ外

黒石野二丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝107.6ｍ

高松二丁目地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝421.4ｍ外

大館町地内配水管布設替工事 配水管DIP100㎜　L＝738.2ｍ外

盛岡駅前北通外地内配水管布設替工事 配水管DIP200㎜　L＝177.3ｍ外

南大通三丁目外地内配水管布設替工事 配水管DIP75㎜　L＝231.2ｍ外

上厨川字新田外地内配水幹線推進（県道横断）工事 配水管DIP400㎜　L＝68.4ｍ外

太田地区土地区画整理事業地内配水管布設工事 配水管DIP150㎜　L＝141.6ｍ外

上堂一丁目地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝71.0ｍ

西見前11地割地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝216.7ｍ外

工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要
工　　　　事　　　　費
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工事請負費 直　営　費 計
工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要

工　　　　事　　　　費

大新町地内配水管布設工事 配水管DIP75㎜　L＝56.8ｍ

西下台町地内配水管布設工事 配水管DIP100㎜　L＝99.6ｍ

令和６年度市道三本柳線道路改良事業に伴う道路改良工
事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP150㎜　L＝139.0ｍ外

令和６年度市道下田生出線（下田工区）道路改良事業に
伴う道路改良工事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP300㎜　L＝159.9ｍ外

渋民字泉田地内消火栓設置工事 配水管DIP200㎜　L＝8.7ｍ外

令和６年度市道渋民好摩線交通安全施設等整備事業に伴
う歩道新設工事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP200㎜　L＝113.8ｍ外

令和６年度市道永井街道線道路改良事業に伴う道路改良
工事及び配水管布設工事に係る工事負担金

配水管DIP150㎜　L＝64.7ｍ外

永井24地割外地内配水調整区設定工事 永井24地割外地内配水調整区設定工

中ノ橋通一丁目地内耐震不凍給水栓設置工事
中ノ橋通一丁目地内耐震不凍給水栓設
置工

材木町外地内配水管布設替工事 配水管布設工外

刈屋地区配水管布設（第６工区）工事 配水管布設工外

メーター取付費

委託料等

消費税及び地方消費税額

（浄配水場施設整備費）
円 円 円

新庄第２配水場岩山系送水ポンプ更新その１工事
新庄第２配水場岩山系送水ポンプ更新
工

米内浄水場非常用自家発電設備設置工事 米内浄水場非常用自家発電設備設置工

米内浄水場中央監視制御装置部分更新工事
米内浄水場中央監視制御装置部分更新
工

沢田浄水場脱水機棟改修工事 沢田浄水場脱水機棟改修工

新庄第２配水場岩山系送水ポンプ更新工事
新庄第２配水場岩山系送水ポンプ更新
工

沢田浄水場脱水機更新（機械設備）工事 沢田浄水場脱水機更新（機械設備）工

沢田浄水場脱水機更新（電気設備）工事 沢田浄水場脱水機更新（電気設備）工

中津川取水場非常用自家発電設備設置その１工事
中津川取水場非常用自家発電設備設置
工

新庄浄水場表洗兼補給水ポンプ更新工事 新庄浄水場表洗兼補給水ポンプ更新工

上飯岡配水場No2配水流量計更新工事 上飯岡配水場No2配水流量計更新工

大ケ生20地割地内水質自動測定装置整備工事
大ケ生20地割地内水質自動測定装置整
備工

小　　　　　　　　　　　　　　　　計
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工事請負費 直　営　費 計
工　　事　　件　　名 工　　事　　概　　要

工　　　　事　　　　費

（仮称）中屋敷ポンプ場建設（建築）工事
（仮称）中屋敷ポンプ場建設（建築）
工

委託料等

消費税及び地方消費税額

（その他施設費）
円 円 円

盛岡市上下水道局本庁舎非常用自家発電機装置設置工事
盛岡市上下水道局本庁舎非常用自家発
電機装置設置工

デジタル濁色度計の購入 デジタル濁色度計　１台

バイオメディカルフリーザーの購入 バイオメディカルフリーザー　１台

バキュームマニホールド（ＮＩＳ用）の購入
バキュームマニホールド（ＮＩＳ用）
１台

薬用冷蔵ショーケース（小）の購入 薬用冷蔵ショーケース（小）１台

軽四輪貨物自動車の購入
ダイハツ　ハイゼットカーゴ・スペ
シャルクリーン １台

軽四輪貨物自動車の購入 ニッサン　クリッパーバン　１台

電子天秤の購入 電子天秤　１台

路面清掃機の購入 路面清掃機　１台

還元気化式水銀測定装置の購入 還元気化式水銀測定装置　一式

固相抽出前処理装置（非イオン界面活性剤用）の購入
固相抽出前処理装置（非イオン界面活
性剤用）一式

分光光度計の購入 分光光度計　一式

金属探知機の購入 金属探知機　１台

高速液体クロマトグラフ分析計の購入 高速液体クロマトグラフ分析計　一式

可搬式ルーツポンプの購入 可搬式ルーツポンプ　１台

ｐＨ中和装置一式の購入 ｐＨ中和処理装置　一式

高所点検カメラの購入 高所点検カメラ　１台

バルブ操作用トルクレンチの購入 バルブ操作用トルクレンチ　２台

消費税及び地方消費税額

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　　　　　　　　　　計
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　(2) 主な保存工事等

工　　　　事　　　　費

工事請負費 直　営　費 計

円 円 円

取替工事（18,697個）

水道メーター　（13㎜ 3,834個、 20㎜ 13,728個、
　25㎜　 788個、30㎜　  87個、 40㎜　　171個、
　50㎜　　70個、75㎜　　17個、100㎜　　  1個、
 150㎜　　 1個　　            　 計 18,697個）

配給水管漏水
調査業務

戸別音聴調査　77,400戸
人工衛星画像による漏水解析　715㎞

配給水管漏水
修繕工事

漏水修理　　  58カ所

浄水場等施設
整備

（米内浄水場）　脱水機整備修繕、PAC注入設備分
解整備修繕、急速ろ過池空圧式作動弁駆動部修繕、
松園送水ポンプ２号整備修繕、原水アルカリ度計
タッチパネル交換修繕、緩速沈殿池修繕

（中屋敷浄水場）　３号配水ポンプ交換修繕

（沢田浄水場）　薬品注入設備修繕、３・５・６号
ろ過池空圧式逆洗弁駆動部修繕、№２混和池ゲート
修繕、排泥池・排水池バルブピット蓋修繕、上飯岡
ポンプ場No.2VVVFインバータ修繕、北ノ浦ポンプ場
指示調節計修繕、本宮ポンプ場外UPS修繕

（新庄浄水場）　脱水機整備修繕、薬品タンク室床
配管ピットクラック修繕、浄水処理棟外壁外修繕、
浄水処理棟照明器具交換修繕、指示調節計修繕、中
津川取水場導水ポンプ制御インバータ修繕、中津川
取水場自動除塵機修繕、次亜注入ポンプ修繕、自家
発連絡盤真空遮断器修繕

（前田浄水場）　浄水処理設備コントローラー修繕

（水質管理センター）　オルガノ製超純水製造装置
修繕

（沢田・新庄浄水場）　オートジャーテスター保守
点検整備

その他工事
松園一丁目地内配水管クリーニング工事、稲荷前水
管橋外防食修繕その１工事

工 事 件 名 工 事 概 要 備 考

水道メーター
交換及び口径
変更業務

―― 24 ――





３　業    務

　(1)　業務量

　　ア　給水人口、普及率

Ｂ
Ａ

　　イ　配水量、有効及び無効水量

日 日

日 日

　　ウ　配水量

給 水 人 口 Ｂ (人) △ 2,556

区 分 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

行 政 区 域 内 人 口 Ａ (人) △ 2,671

区 分 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

総 配 水 量 (㎥) △ 54,778

普 及 率 ×100 (％)

有効 有 収 水 量 △ 151,436

水量 無 収 水 量

(㎥) 計 △ 144,734

無 効 水 量 (㎥)

有 効 率 (％) △ 0.4

有 収 率 (％) △ 0.3

一 日 最 小 配 水 量 (㎥) 月 月

一 日 最 大 配 水 量 (㎥) 月 月

一 日 平 均 配 水 量 (㎥)

一 日 平 均 有 収 水 量 (㎥) △ 209

一日一人平均配水量 ℓ

一日一人平均有収水量 ℓ

区 分

当 年 度 前 年 度 比　較　増　減　(△)

配水量（㎥） 構成比（％） 配水量（㎥） 構成比（％） 配水量（㎥） 増減率（％）

△ 4.43米 内 浄 水 場 系 △404,810

新 庄 浄 水 場 系 △36,360 △ 0.38

沢 田 浄 水 場 系

刈 屋 浄 水 場 系 △2,425 △ 2.55

生 出 浄 水 場 系

  合           計 △54,778 △ 0.19

前 田 浄 水 場 系
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　　エ　年間調定件数及び有収水量

△0.46

△1.06

△0.57

△17.38

△38.62

－ －

△0.55

　　オ　給水装置工事に関する事項

区 分
年 間 調 定 件 数 当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)

有収水量(㎥) 増減率(％)当年度(件) 前年度(件) 有収水量(㎥)  構成比(％) 有収水量(㎥)  構成比(％)

一

般

用

口径 以下 △ 103,911

口径 以上 △ 50,320

小　　　計 △ 154,231

公 衆 浴 場 用 △ 1,114

温 泉 浴 場 用

臨　  時　  用 △ 10,440

そ　  の　  他

合　　 　 　計 △ 151,436

翌 年 度 へ 繰 越
 工事区分

新

設

専用給水装置

予 定 栓

項目 
前 年 度 か ら 繰 越 当年度中申込受付 当 年 度 中 竣 工 当 年 度 中 取 消

小　　　 計

私設給水幹線

改　　　　　造

撤　　　　　去

合　　　　　計
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　(2) 事業収入に関する事項

　　ア　収納の状況

前 年 度 か ら 繰 越 過 年 度 修 正 当 年 度 調 定 額

円　 円　 円　

給 水 収 益 △9,125,682　

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

手 数 料

負 担 金

遅 延 損 害 金

小　　　　　　　　計 △9,125,682　

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金

補 助 金

下水道使用料取扱事務負担金

雑 収 益

小　　　　　　　　計

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

そ の 他 特 別 利 益

小　　　　　　　　計

△9,125,682　

△912,512　

△912,512　

△10,038,194　

事

業

収

益

営

業

収

益

営

業

外

収

益

特

別

利

益

事 業 収 益 計

他 会 計 出 資 金

国 庫 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

項 目
　調　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定

加 入 金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

そ の 他

そ の 他 計

合　　　　　　　　　　計

資 本 的 収 入 計

そ

の

他

仮 受 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

預 り 金 受 入

資

本

的

収

入
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計

円 円　 円　 ％　

収 納 額 当 年 度 末 未 収 金 収　　納　　率
　調　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定
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　　イ　事業収益に関する事項

金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 増減率(％)

給 水 収 益 △19,833,267 △0.33 

他 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益 △15,940,119 △43.33 

そ の 他 の 営 業 収 益 △32,605,903 △42.27 

営 業 収 益 計 △67,878,149 △1.09 

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 負 担 金 △61,000 △15.21 

補 助 金 皆増 

長 期 前 受 金 戻 入

下水道使用料取扱事務負担金

雑 収 益

営 業 外 収 益 計

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他 特 別 利 益 皆増 

特 別 利 益 計

合　　　　　　　計 △16,079,224 △0.22 

　(3) 事業費に関する事項

金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 構成比(％) 金　　額(円) 増減率(％)

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 費 △75,588,843 △17.49 

給 水 費

メ ー タ ー 関 係 費

漏 水 防 止 費

受 託 工 事 費 △19,982,635 △61.38 

業 務 費 △20,311,590 △4.47 

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 費 用 計

支払利息及び企業債取扱諸費 △30,407,744 △32.30 

雑 支 出 △355,033 △1.68 

営 業 外 費 用 計 △30,762,777 △26.69 

固 定 資 産 売 却 損 皆増 

固 定 資 産 譲 渡 損 皆増 

過 年 度 損 益 修 正 損 △156,107 △8.17 

特 別 損 失 計

合　　　　　　　計

項　　　　　　目
当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)

項　　　　　　目
当 年 度 前 年 度 比　較　増　減 (△)
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４  会　　計

　(1) 重要契約の要旨

工　　事　　件　　名契約の方法 契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契　約　の　相　手　方

令和 円 　
随意契約 浄配水場等構内整備業務委託 （公社）盛岡市シルバー人材セン

ター

指名競争入札 新庄浄水場浄水処理棟外壁外修繕 篠村建設（株）

随意契約 水道管路管理図等整備業務委託 （株）管総研　東京支店

一般競争入札 令和６年度配・給水管漏水調査業務委託 日本水道管路（株）東北支店

　　　〃 浄配水場等構内草刈業務委託 ＣＵ（同）

　　　〃 新庄第２配水場岩山系送水ポンプ更新工事 荏原実業（株）北東北営業所

　　　〃 東見前６地割地内配水管移設工事 （有）北陵設備工業

随意契約 沢田浄水場３・５・６号ろ過池空圧式逆洗弁駆
動部修繕

（株）水機テクノス　盛岡支店

一般競争入札 青山一丁目地内配水管布設工事 （株）内澤建設

　　　〃 月が丘一丁目外地内配水管布設替工事 梨子建設（株）

　　　〃 みたけ三丁目外地内配水管布設替工事 梨子建設（株）

　　　〃 紺屋町外地内配水管布設替工事 ＡＣサカモト（株）

　　　〃 三本柳10地割外地内配水管布設替工事 （株）都南建設

随意契約 新庄浄水場脱水機整備修繕 クボタ環境エンジニアリング（株）
東北支店

一般競争入札 新庄浄水場表洗兼補給水ポンプ更新工事 荏原実業（株）北東北営業所

　　　〃 青山二丁目外地内配水幹線布設工事 中亀建設（株）

　　　〃 本町通二丁目外地内配水管布設工事 アクア工業（株）

　　　〃 高松二丁目地内配水管布設替工事 （株）司組

　　　〃 大館町地内配水管布設替工事 （株）盛福水道工業

　　　〃 南大通三丁目外地内配水管布設替工事 （株）タカヤ

　　　〃 上厨川字新田外地内配水幹線推進（県道横断）
工事

三陸土建（株）

　　　〃 盛岡駅前北通外地内配水管布設替工事 （株）東北ターボ工業

　　　〃 山岸二丁目外地内配水管推進（鉄道横断）工事
設計業務委託

（株）三木設計事務所　盛岡事務所

　　　〃 西見前11地割地内配水管布設工事 ソークテクノ（株）

　　　〃 上飯岡配水場No２配水流量計更新工事 東野建設工業（株）

随意契約 水質計器保守点検整備業務委託 美和電気工業（株）北東北支店

一般競争入札 米内浄水場緩速ろ過池（２号）補砂作業業務委
託

（株）山崎組

　　　〃 材木町外地内配水管布設替工事 下河原組・山與特定共同企業体

　　　〃 （仮称）中屋敷ポンプ場建設（建築）工事 高光建設・熊谷工務店特定共同企業
体

　　　〃 （仮称）中屋敷ポンプ場建設（水道機械設備）
工事

（株）フソウ東北支店

　　　〃 （仮称）中屋敷ポンプ場建設（水道電気設備）
工事

昱機電・富士電業社特定共同企業体
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工　　事　　件　　名契約の方法 契約年月日 契約金額 契　　約　　の　　内　　容 契　約　の　相　手　方

令和 円 　
随意契約 米内浄水場畑井野取水堰堤外調査設計業務委託 （株）ＮＪＳ　盛岡出張所

一般競争入札 本宮三丁目地内配水管推進（県道横断）工事設
計業務委託

（株）三木設計事務所　盛岡事務所

　　　〃 刈屋地区配水管布設（第６工区）工事 富士水工業・メグミ特定共同企業体

　　　〃 本宮二丁目外地内配水管布設工事 （株）山崎組

随意契約 松園配水場無停電電源装置更新工事 日立パブリックサービス（株）
東北支店

　　　〃 公共下水道使用料改定に係る電算システム改修
業務委託

第一環境（株）　東北支店

一般競争入札 米内浄水場畑井野取水口（土木）災害復旧工事 （株）山與

随意契約 中津川取水場監視制御装置改造工事 メタウォーター（株）　東北営業部

一般競争入札 米内浄水場更新基本設計等業務委託 （株）ＮＪＳ　盛岡出張所

　　　〃 渋民字渋民外地内配水管布設工事 （株）山與

　　　〃 浄水場等清掃業務委託 ブイファッション仙台（株）岩手支
店

　　　〃 令和７年度新庄浄水場警備業務委託 ＡＬＳＯＫ岩手（株）

　　　〃 下太田田中外地内配水管布設工事 （株）小林水道土木工業所

　(2) 企業債の概況

前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

円 円 円 円

財 務 省 財 政 融 資 資 金

地方公共団体金融機構

合 計

借　　　入　　　先
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(3)　その他会計経理に関する事項

　　   　  　内部留保資金について （単位　円）

ア　前年度から繰越分

(ｱ) 利益剰余金（減債積立金）

(ｲ) 利益剰余金（建設改良積立金）

(ｳ) 利益剰余金（災害対策準備金）

(ｴ) 未処分利益剰余金（純利益）

イ　利益剰余金前年度処分額

(ｱ) 減債積立金の積立

(ｲ) 建設改良積立金の積立 　　

(ｳ) 未処分利益剰余金の処分 △ 1,777,656,485

ウ　当年度発生分

(ｱ) 利益剰余金（純利益）

(ｲ) 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

(ｳ) 当年度分損益勘定留保資金

　・長期前受金戻入 △ 761,823,720

　　小　　　計

エ　当年度資本的収支不足額補塡分

(ｱ) 利益剰余金（減債積立金）

(ｲ) 利益剰余金（建設改良積立金）

(ｳ) 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

(ｴ) 当年度分損益勘定留保資金

オ　翌年度繰越分

(ｱ) 利益剰余金（減債積立金）

(ｲ) 利益剰余金（建設改良積立金）

(ｳ) 利益剰余金（災害対策準備金）

(ｴ) 当年度末未処分利益剰余金（純利益）
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５ その他

他会計負担金等の使途について

ア 消火栓維持管理負担金 円については、修繕費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

イ 児童手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。

ウ 受託工事収益 円については、修繕費等（ ％適用分）に 円（特定

収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

エ 庁舎管理負担金（他会計） 円については、委託料等（ ％適用分）に

円（特定収入）を、減価償却費に 円（特定収入以外）を充当した。そ

の他負担金（他会計） 円については、賃借料等（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費等に 円（特定収入以外）を充当した。

オ 統合簡易水道負担金 円については、企業債利息に全額（特定収入以外）を充当し

た。

カ その他の雑収益中、水道メーター毀損の費用請求 円については、材料費（ ％適

用分）に全額（特定収入）を充当、水供給施設への応急給水に係る費用請求 円につい

ては、光熱水費（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収

入以外）を充当、建物総合損害共済災害共済金 円については、修繕費（ ％適用

分）に全額（特定収入）を充当、岩手県市町村振興協会専門研修受講費助成金 円

については、研修費（ ％適用分）に全額（特定収入）を充当、職員派遣に要した費用

円については、旅費（ ％適用分）に全額（特定収入）を充当、令和５年秋田県

大雨被害に係る給水応援関係費用 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）

を充当、会計年度任用職員人件費の負担金 円については、職員給与費等に全額

（特定収入以外）を充当、令和６年能登半島地震に係る応急復旧費用 円について

は、負担金等（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に 円

（特定収入以外）を充当、令和６年能登半島地震に係る給水応援関係費用 円につ

いては、燃料費等（ ％適用分）に 円（特定収入）を、職員給与費に

円（特定収入以外）を充当した。

キ その他特別利益（原子力損害賠償請求に係る和解金） 円については、手数料

（ ％適用分）に全額（特定収入）を充当した。

ク 配水管移設補償負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に

円（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

ケ 消火栓設置負担金 円については、工事請負費（ ％適用分）に 円

（特定収入）を、職員給与費に 円（特定収入以外）を充当した。

コ 退職手当負担金 円については、職員給与費に全額（特定収入以外）を充当した。
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そ の 他 の 書 類





（単位　円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

引当金の増減額（△は減少） △113,093,529

長期前受金戻入額 △761,823,720

受取利息及び受取配当金 △25,291,729

支払利息

固定資産売却損益（△は益）

固定資産譲渡損

未収金の増減額（△は増加） △32,356,496

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

有価証券差益 △5,000

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △63,731,944

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △3,574,924,862

有形固定資産の売却による収入

有価証券の取得による支出 △1,000,000,000

有価証券の償還による収入

工事負担金等による収入

国庫補助金等による収入

他会計からの負担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,537,605,309

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △753,464,284

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー △582,312,284

　　資金増減額（△は減少） △1,212,595,027

　　資金期首残高

　　資金期末残高

令和６年度盛岡市水道事業会計キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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項

円

給 水 収 益

　基本料金

　従量料金

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 負 担 金

受 託 工 事 収 益

受 託 工 事 収 益

給 水 工 事 料

そ の 他 の
営 業 収 益

手 数 料 給水工事設計審査手数料外

負 担 金 庁舎管理負担金外

遅 延 損 害 金

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

有 価 証 券 利 息

他 会 計 負 担 金

一 般 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金
戻 入

長 期 前 受 金 戻 入

下 水 道 使 用 料
取扱事務負担金

下水道使用料取扱
事 務 負 担 金

雑 収 益

不 用 品 売 却 収 益 メーター交換差益外

そ の 他 の 雑 収 益

補 助 金

国 、 県 補 助 金

収　　益　　明　　細　　書

款 目 節 金 額 備 考

事 業
収 益

営 業
収 益

給 水 収 益

水道料金

2,680,936,025円

3,353,722,771円

消火栓維持管理負担金外

配水管施設等の工事受託による収益

営業外
収 益

簡易水道統合事業費負担金

減価償却等による長期前受金収益化分

下水道使用料徴収事務受託による収益

災害派遣対応に係る費用請求外

災害復旧事業費補助金外
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項款 目 節 金 額 備 考

固定資産売却益

固 定 資 産 売 却 益 車両の売却益

そ の 他 特 別
利 益

そ の 他 特 別 利 益 原子力損害賠償請求に係る和解金

特　別
利　益
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原水及び浄水費 配 水 費 給 水 費 メーター関係費 漏 水 防 止 費

円 円 円 円 円 円

給 料

諸 手 当

賞与引当金繰入額

報 酬

法 定 福 利 費

法定福利費引当金繰入額

旅 費 及 び 交 通 費

退 職 給 付 費

報 償 費

被 服 費

備 消 品 費

燃 料 費

光 熱 水 費

印 刷 製 本 費

通 信 運 搬 費

広 告 料

委 託 料

手 数 料

賃 借 料

修 繕 費

動 力 費

路 面 復 旧 費

薬 品 費

材 料 費

工 事 請 負 費

研 修 費

食 糧 費

交 際 費

厚 生 費

会 費 負 担 金

租 税 公 課

保 険 料

補 助 金

負 担 金

貸倒引当金繰入額

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 譲 渡 損

過年度損益修正損

合 計

　地方公営企業法施行令第17条第１項第８号に規定する議会の議決を経なければ流用することのできない経費のうち、   収益的支出の執行状況は次のとおりである。

　　職員給与費 　 予算額（消費税及び地方消費税込み）   1,017,402,000円　　執行額（消費税及び地方消費税込み)　 1,011,779,508円

　　交　際　費　  予算額（消費税及び地方消費税込み）         360,000円　  執行額（消費税及び地方消費税込み）　   　　23,000円

費　　用　　明

勘 定 科 目 合 計
営 業 費 用

―― 38 ――



受 託 工 事 費 業 務 費 総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

小 計

円 円 円 円 円 円 円

　地方公営企業法施行令第17条第１項第８号に規定する議会の議決を経なければ流用することのできない経費のうち、   収益的支出の執行状況は次のとおりである。

　　職員給与費 　 予算額（消費税及び地方消費税込み）   1,017,402,000円　　執行額（消費税及び地方消費税込み)　 1,011,779,508円

　　交　際　費　  予算額（消費税及び地方消費税込み）         360,000円　  執行額（消費税及び地方消費税込み）　   　　23,000円

　　細　　書
営 業 費 用

特別損失営業外費用
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固　　　定　　　資　　　産　　　明　　　細　　　書　　　　

(1) 有形固定資産明細書

円 円 円 円

土 地

立 木

建 物

建 物 附 属 設 備

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

有形固定資産建設仮勘定

計

(2) 無形固定資産明細書

円 円 円 円

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

計

(3) 投資明細書

円 円 円 円

投 資 有 価 証 券

計

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高

資　産　の　種　類 年度当初の現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 年 度 末 現 在 高
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固　　　定　　　資　　　産　　　明　　　細　　　書　　　　

当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 累 計

円 円 円 円

円

　地方債（東京都、岩手県、北海道、共同発行債）、地方公共団体金融機構債

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

年度末償却未済高 備　　　　　　考

年 度 末 現 在 高 備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

減　　価　　償　　却　　累　　計　　額
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　　　企　　　　業　　　　債　　　　明　　　　細　　　　書　　　　

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計

平成 円 円 円
第 ７ 次 拡 張 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

第 ７ 次 拡 張 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

配 水 管 整 備 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

配 水 管 整 備 事 業 債

配 水 管 更 生 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債

種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額
償 還 高
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　　　企　　　　業　　　　債　　　　明　　　　細　　　　書　　　　

円 円 ％ 令和
借入先　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額

償 還 高

平成 円 円 円
玉 山 村 上 水 道 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

老 朽 管 更 新 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

〃

〃

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 簡 易 水 道 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

安 全 対 策 事 業 債
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利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

円 円 ％ 令和
借入先　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構
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当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種　　　　　　　　類 発行年月日 発　行　総　額

償 還 高

平成 円 円 円
簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

〃

〃

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

玉 山 村 上 水 道 債

安 全 対 策 事 業 債

簗 川 ダ ム 取 水 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

配 水 管 整 備 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

鉛 製 給 水 管 更 新 事 業 債

安 全 対 策 事 業 債

〃

公営企業緊急防災・減災事業債

安 全 対 策 事 業 債

〃

〃

合　　　　　　計
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利　率 償還終期 備　　　　　　考未 償 還 残 高 発　行　価　額

円 円 ％ 令和
借入先　地方公共団体金融機構

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　財務省財政融資資金

　　　　　　　　〃

　　　　地方公共団体金融機構

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃

　　　　　　　　〃
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